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2層型制振材料JIS規格化検討WG活動報告

(損失係数測定・その 3)
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概要: 計測・評価技術分科会活動として2年前から開始した、材料ベースから応用まで一貫して検証する試
みを実施し、構造物制振持性WGにデータを引き継いだ。本年より 2層型制緩材料WGでは今回の計測結果
をベースに当 WGの名称でもある『制振特性の精密級計測手法のための JIS規格化Jへの基礎検討に入った。
今回は本年度に当 WGで検討しているテーマを中心に簡単に紹介する.
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1 はじめに

現在、自動車や工業製tに多種多様の制振材料が

使用されているが、当 WGの前身であった r2層型

制振材料ラウンドロピンラ・スト WG~ では，非拘束

2層型制振材料の制振性能計測をテーマとして4年

聞に渡り活動し、 1998年4月に報告書 1)にまとめて

終了した。現在活動中の r2層型制振材料JIS規格

化検討 WG~ は、損失係数測定法の基礎検討から換

算周波数ノモグラム分析までの“高精度な材料の制

振特性評価法"をテーマとして活動している。

2 計測評価技術分科会活動

2.1 活動の概要

2層型制振材料JIS規格化検討WGでは、これま

でにお回の検討会を開催し、制振材料勉強会WGで

作製した「塩ピ系シートJと「プチルゴムJの材料を

用いて 2層型試験片を作成した。さらに、種々の試

験条件における試験片の損失係数測定、および材料

の換算周波数ノモグラムを作成し、その結果を制振

工学研究会技術定例会の壊で発表してきた 2)3)。その

結果を粘弾性測定装置による測定結果と比較すると、

塩ピ系シートにおいては損失係数は振動試験が 2...... 

3倍大きい結果となったが、ヤング率ではほぼ一致

することが判った。現在、『構造物制振特性 WG~ に

て当 WGの結果を参考に、ダクトに制接材を適用し

て検討を進めているところである。

2.1.1 制振材料の選定

実験に使用する制振材料1ま、「制振材料勉強会WGJ
に作成を依頼。材料としては、代表的なゴム・プラス

チック材で配合が制御L.!J，く、且つ単純な系の物と

制振工学研究会 :2001技術交流会

してポリ塩化ピニル PVCとプチルゴム IIRとし、

変動要素として PVCでは可塑剤量DOPと充填剤

量CaC03、IIRでは樹脂種 (365，065)と補強剤量

(カーボン)を選択した。また、作成した制振材料の

特性を測定は、『レオログラフ~ (昇温速度2tj分)

と『粘弾性試験機;SDM5600M~ を使用した。この

測定結果は当 WGによる測定結果と最後に比較検討

する。しかしこれらの材料は全般にTgが低く、 IIR

はおろかPVCでも物によっては常温で梁の形状を

保つことができず、制振材料単体での損失係数測定

は一部の PVC材しか出来なかった。

2.1.2 試験片の作成

損失係数は共振点や反共振点のピークの先鋭度か

ら算出するため、試験片のバラツキは致命的となる。

可能な限り均質な試験片を得るため、計測3社(リ

オン，小野測器、松下インターテクノ)は、(財)日本

自動車研究所(JARI)に参集し、 2日聞に渡って試験

片を作成した。試験片はすべて 2層型梁とし、基材

にはJARIの鉄及びアルミ製の試験用基材を使用し、

中央加振用 1種類、片持ち梁用 2種類をそれぞれ3

本作成し、同一仕様でのバラツキを検証した。 また

制振材料の基材への貼付けは瞬間接着剤(アロンアル

フア)、または両面テープ(日東電工殿提供)を使用

した。

2.2 常温 (300C)測定の実施

損失係数の算出には、 JISG 0602 r制振鋼板の振

動減衰特性試験方法Jに規定され、現在一般的に行

われている f片持ち梁法 (Mobility)Jr中央加振法

(Mobility) Jから求める半値幅法の他『中央加振法

Ompedance) Jから求める正規円法 4)も加えた。調，IJ
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